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第１章  

計画の策定にあたって

１ 計画策定の趣旨

誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で、消費者教育を受けるこ

とができる機会を提供するために、国において、消費者教育を総合的・一体的に推進

することを目的として、平成 24 年に「消費者教育の推進に関する法律（消費者教育

推進法）」が施行されました。兵庫県においては、平成27年に兵庫県消費者教育推進

計画「ひょうご“消費者力※”アッププラン」が策定され、本市においても、平成29

年に「自ら考え、選択し、行動する消費者を支援し、豊かで安全な消費者市民社会を

実現する」を目標に、消費者がライフステージに応じて学ぶことができるよう3年間

を計画期間とする「芦屋市消費者教育推進計画」（以下「推進計画」という。）を策定

し、様々な施策を実施してきました。その後、兵庫県において、平成 30 年に兵庫県

消費者教育推進計画「ひょうご“消費者力”アッププラン」が改定され、令和3年に

は、消費生活相談や消費者の安全・安心確保も含む消費生活行政全般の方向性を示す

基本指針として「ひょうご消費生活プラン」が策定されました。 

近年の消費者を取り巻く社会情勢の変化をみると、民法改正により令和4年4月に

成年年齢が引き下げられ、未成年者取消権※がなくなる18、19歳の消費者被害が拡

大することが懸念されています。また、高齢化の進行により、一人暮らしの高齢者等

が消費生活トラブルに巻き込まれやすい状況であるとともに、インターネットを通じ

た取引やキャッシュレス決済※等の拡大、新型コロナウイルス感染症を契機とした消

費形態の変化により消費生活トラブルも多様化・複雑化してきています。一方で持続

可能な社会の実現に向けて人や社会、環境に配慮した消費行動への気運も高まってい

る状況です。芦屋市では推進計画の目標と基本施策を継承し、令和２年度から令和４

年度までの３年間を計画期間とする「第２次芦屋市消費者教育推進計画」（以下「第２

次推進計画」という。）を策定し、消費者教育の推進に取り組んできました。庁内連携

の強化やライフステージに応じた啓発事業の実施だけでなく、地域団体・事業者・行

政などが相互に連携し、情報提供や共有を行い、地域全体の見守り力向上にも取り組

みました。その結果、消費生活サポーター※の登録者数の増加など一定の効果が出まし

たが、この度、第２次推進計画の計画期間が終了することから、３年間の取り組み実

績や継続して取り組むべき課題、国や県の動向、社会情勢や消費者を取り巻く環境の

変化を踏まえ、引き続き消費者教育をより一層体系的・効果的に推進していくため、

「第３次芦屋市消費者教育推進計画」（以下「本計画」という。）を策定します。



2 

２ 芦屋市の消費者教育の考え方 

「消費者教育推進法」においては、消費者教育の機会が提供されることが消費者の

権利であることが明示されています。また、消費者が被害にあわないためにも、消費

者自身が消費生活に関する知識を修得し、自ら考え、選択し、適切な行動に結び付け

ることができる実践的な能力を身につけるとともに、消費者市民社会の形成に参画し、

社会の一員として、より良い市場とより良い社会の発展のために積極的に関与するこ

とが必要とされています。  

芦屋市においては、「多方面にわたる課題の総合的解決により消費者市民社会を実現

すること」を消費者教育の一環であると位置付け、消費者教育を推進しています。厳

密に契約関係が認められる消費活動に関するものだけを切り離して考えるのではなく、

子どもをサイバー犯罪※から守る、高齢者や障がいのある人の地域での生活を支援す

る、地域全体の防災力・防犯力を高めていくなど、消費生活に関係の深い課題に総合

的に取り組み、個々の消費者力を高め、消費者市民社会の実現を引き続き目指します。 

３ 消費者市民社会とは 

私たちは、誰もが消費者です。食事をする、買い物をする、レジャーを楽しむなど、

商品を購入したり、サービスを受けたり、日常生活を営む上で様々な消費活動を行っ

ています。その中で、購入するのかしないのか、また購入する場合にも、価格や質、

量、環境への配慮などを考慮して、選択します。 

誰もが日常的に行う消費活動は、消費者一人一人が社会情勢や地球環境のことなど

を考えて適切な選択をすることにより、社会全体に影響を与える力を持っています。

将来にわたり、すべての消費者が継続して安全・安心に生活できるようにするために

も、消費者が自分のことだけでなく、自らの消費活動が世の中に影響を与えることを

自覚し、適切な選択をしていくことが重要です。 

また、消費者被害を受けた際には、被害を受けた個人が救済されるだけでなく、消

費者被害に係る情報を共有することで、トラブルの原因となった社会的な問題の解決

につながると判断することも重要です。 

このように適切な選択をする市民によって構成される社会を「消費者市民社会」と

いいます。
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４ 計画の期間

第２次推進計画下では３年としておりましたが、本計画の期間は長期的な計画目標

の推進を図るため、令和５年度から令和９年度までの５か年とします。計画最終年度

である令和９年度には５年間の推進状況の評価と次期計画の策定に向けた計画の見直

しを行います。また、本計画の期間中においても、社会状況の変化や法制度の改正な

どにより、修正・見直しの必要が生じた場合は、計画の見直しを行うものとします。 

５ 計画の位置付け

本計画は芦屋市における消費者教育を総合的かつ体系的に推進するために、消費者

教育推進法第 10 条第２項に規定された「市町村消費者教育推進計画」として策定し

ます。策定にあたっては、国の「消費者教育の推進に関する基本的な方針」及び兵庫

県の「ひょうご消費生活プラン」を踏まえるとともに、本市の総合計画及び各種の関

連計画との整合を図ります。 

消費者教育の推進に 

関する法律 

消費者教育の推進に 

関する基本的な方針 
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６ 計画の策定体制

（１）芦屋市消費者教育推進地域協議会における協議 

本計画の推進にあたり、市民、市内事業者、地域団体、専門相談・支援機関、行政

などが相互に協力・連携することが必要であり、それぞれの立場による意見を本計画

へ反映させるため、学識経験者、市内事業者団体関係者、消費者団体※関係者、高齢者

団体関係者、福祉関係者、青少年育成関係者、学校教育関係者、社会教育関係者等で

構成する「芦屋市消費者教育推進地域協議会」において、計画の内容について協議し

ました。 

（２）市民の意見の計画への反映 

本計画を策定するための基礎資料として、令和４年６月に市内在住の 18 歳以上の

方のうち、無作為に選んだ 3,000 人を対象に「消費生活トラブルに関するアンケー

ト調査」を実施し、市内における消費生活トラブルの実態及び消費生活に関する意識

等の把握を行いました。 

また、計画内容については、市民からの幅広い意見を考慮して最終的な意思決定を

行うために、令和４年 12 月 16 日から令和５年 1 月 24 日にかけて、「第３次芦屋

市消費者教育推進計画（原案）」に対する意見募集（パブリックコメント）を実施しま

した。 

（３）全庁的な体制による計画策定 

計画策定にあたっては、消費者教育の総合的・効果的な推進を図るため、市長を本

部長、副市長及び教育長を副本部長とし、関係部長で構成する「芦屋市消費者教育推

進計画推進本部」、市民生活部長を委員長に関係課長で構成する「芦屋市消費者教育推

進計画推進本部幹事会」を開催するとともに、関係各課と協力・連携を図りながら、

全庁的な体制の下で計画策定を進めました。 
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第２章  

消費者教育の現状と課題

１ 消費生活相談の状況

（１）相談件数 

① 令和３年度推計人口に対する相談件数割合 

令和３年度の本市の相談件数は 886 件で、令和３年度推計人口に対する相談件数

割合は、全国、兵庫県に比べて高くなっていますが、西宮市より低くなっています。 

令和３年度推計人口に対する相談件数割合 

資料：PIO-NET※に登録された消費生活相談情報件数と 

令和３年 10月１日時点の推計人口より積算 

② 芦屋市の推計人口に対する相談件数の推移 

平成29年度からの経過を見ると、対相談者数、対人口比いずれも増減をくり返し

ています。 

芦屋市の推計人口に対する相談件数の推移 

資料：PIO-NETに登録された消費生活相談情報件数と令和3年10月１日時点の推計人口より積算

対相談者数 対人口比
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（２）相談内容 

販売購入形態別相談件数割合でみると、平成 29 年度以降は「店舗購入」は減少す

る一方で「通信販売」が増加しており、令和２年度以降は「通信販売」が相談件数全

体の約４割を占めています。また、令和２年度は新型コロナウイルス感染症に関連し

た相談も多く寄せられ、消費者に一方的に商品を送り付ける「ネガティブ・オプショ

ン※」に関する相談も増加しました。 

商品・役務別相談件数でみると、平成３０年度以降は請求内容が特定されていない

架空請求※など「商品一般」に関する相談が最も多く寄せられています。また、令和２

年度以降は「化粧品」に関する相談が上位を占めるようになっています。これは、通

常価格より低価格で購入できることを広告する一方で定期購入※が条件となっている

契約に関する相談が増加しているためです。 

全国的にインターネットを通じた取引やキャッシュレス決済等が拡大し、キャッシ

ュレス決済の比率は３割を超えています。また、新型コロナウイルス感染症を契機と

した消費形態の変化により通信販売が増加し、消費生活トラブルも多様化・複雑化し

てきています。 

芦屋市消費生活相談内容 販売購入形態別相談件数割合 

平成 

29 年度

平成 

30 年度

令和 

元年度

令和 

２年度

令和 

３年度

店舗購入 33.4% 28.6% 25.6% 19.9% 19.9%

訪問販売 6.1% 7.7% 8.4% 7.0% 6.2%

通信販売 34.2% 30.0% 33.6% 37.8% 42.1%

マルチ・マルチま
がい取引

0.5% 0.8% 0.6% 0.6% 0.5%

電話勧誘販売 6.1% 5.2% 3.6% 4.6% 3.0%

ネガティブ・オプ
ション

0.4% 0.1% 0.8% 2.1% 1.0%

訪問購入 1.2% 2.5% 0.5% 1.3% 1.4%

その他無店舗販売 0.5% 0.9% 0.6% 0.3% 0.3%

不明・無関係 17.5% 24.1% 26.3% 26.5% 25.6%

出典：PIO-NET に登録された消費生活相談情報より分析 
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芦屋市消費生活相談内容 商品・役務別相談件数（上位 3位） 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

1位 
放送・コンテ
ンツ等

商品一般 商品一般 商品一般 商品一般

2位 商品一般
放送・コンテ
ンツ等

放送・コンテ
ンツ等

放送・コンテ
ンツ等

化粧品

3位 
インターネッ
ト通信サービ
ス

健康食品 役務その他 化粧品 役務その他

出典：PIO-NET に登録された消費生活相談情報より分析 

全国のキャッシュレス支払額及び決済比率の推移 

出典：経済産業省 キャッシュレス支払額及び決済比率の推移 
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（３）相談から見える契約者の属性 

年齢別に見える相談 

契約者の年齢でみると、60 歳以上が多く、令和３年度には 44.5％に達しており、

高齢者が約半数を占める状況となっています。 

また、10歳代、20歳代の若者の消費生活トラブルの相談は、平成２９年度以降増

加傾向にあり、インターネット利用に関する相談や情報商材※、マルチ商法※、エステ

ティックサービスに関する相談などが寄せられています。 

契約者の年齢 

資料：PIO-NET に登録した消費生活相談情報より積算 
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20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上 不明
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２ 消費者教育の状況 

消費生活トラブルなどを防ぐために必要な知識を学ぶことができるよう、様々な専

門家を講師として招く「くらしのセミナー」や、市民グループ、地域団体、学校など

の依頼により、消費生活相談員等が講師を務める「出前講座」を実施しています。令

和元年度までは各種イベントと共催し「消費生活フェア」や「リサイクル教室」とし

て、クイズや体験型のブースを出展することで、様々な年代に幅広く学ぶ機会を提供

してきましたが、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症の拡大により、講座や

イベントの中止や縮小が余儀なくされたことにより、参加者数が減少しています。 

また、平成 29 年度より、身近な地域の消費生活トラブルを防ぐために消費生活サ

ポーター養成講座を実施しています。消費生活サポーターは、契約のルールや消費者

を守る法律、見守りの観点などを学び、可能な範囲での見守りや困っている方へ消費

生活センター※を案内するなどの役割を担っています。 

その他、市のホームページやSNS※などで消費生活トラブル情報を提供し、訪問販

売お断りシールなどのグッズやライフステージに応じた啓発資料などをイベントや消

費生活センターで配布しています。消費生活センターでは消費生活に関する図書の貸

し出しもしています。 

消費者教育講座の参加状況 

（単位：人）

項目 
平成 

29 年度

平成 

30 年度

令和 

元年度

令和 

２年度

令和 

３年度

出前講座（集会所講
座を含む） 

499 657 493 80 165 

くらしのセミナー 120 116 165 79 49 

消費生活フェア 1,181 889 741 ― ― 

リサイクル教室 993 725 437 ― ― 
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３ 消費者教育の課題

令和４年６月に実施した「消費生活トラブルに関するアンケート調査」結果より以

下の４つの課題に取り組む必要があることがわかりました。 

（１）消費生活相談窓口の周知推進 

今回の調査では、前回調査と比較して減少していますが、未だ約３割の人が過去３

年間に消費生活トラブルや被害にあったことがあると回答しています。そのうち、「ど

こにも相談したことがない」と回答した人は３割を超えています。どこにも相談しな

かった理由として、「どこに相談していいかわからなかったから」と回答している人は

14.3％と、未だ適切な解決につながっていない人がいることがわかります。 

第２次推進計画においても、様々なイベントや出前講座などで、消費生活センター

の周知を行ってきました。しかしながら、今回の調査においても、消費生活センター

で契約トラブルなどの相談業務をしていることを知っている人は 43.２％と、前回調

査とあまり変わらない結果となりました。また、年代別でみると、60歳代では58.0％

と、他の年代と比べるとやや高いものの、10歳代～30歳代では30％前後と低い状

況で、消費生活トラブルの早期発見・解決のためにも、相談窓口の更なる周知が必要

です。 

過去 3年間にあった、消費生活トラブルや被害経験〈複数回答〉 
％

消費生活トラブルや被害にあったこと
はない

架空の請求や不当な請求をされた
（メールやハガキなどにより身に覚え
のない料金の請求をされたなど）

有料コンテンツ（ゲーム・音楽・動画
配信など）の利用に関するトラブル
（高額請求など）

商品（サービス）の質・量・性能・効果
などが表示や広告と違った、商品が
偽物だった

商品（サービス）の価格のトラブル
（「特別価格」や「期間限定」が嘘だっ
たなど）

商品（サービス）の販売方法に関す
るトラブル（執拗な勧誘、嘘の説明、
脅す、せかされるなど）

解約・中途解約・返品に関するトラブ
ル（高額な解約料を請求されたなど）

事後の対応や苦情への対応に関す
るトラブル

商品（サービス）の安全性に関するト
ラブル（発火、健康被害など）

食品の安全・表示に関するトラブル
（賞味期限切れ、異物混入など）

その他

無回答

54.5

18.1

1.9

6.1

1.8

2.4

2.6

1.9

1.1

2.4

2.6

19.1

45.9

19.9

2.5

3.9

1.4

3.4

2.2

1.4

0.6

3.2

2.8

24.7

0 10 20 30 40 50 60

令和４年度調査

（回答者数 = 1,228）

令和元年度調査

（回答者数 = 1,419）
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トラブル・被害にあったときの相談先〈複数回答〉

どこにも相談したことがない理由〈複数回答〉

％

どこにも相談したことがない

芦屋市消費生活センター（市の消費
生活相談窓口）

国や兵庫県の消費生活相談窓口
（国民生活センター、消費者ホットラ
イン188 など）

商品（サービス）の販売店や代理店
など

商品（サービス）の製造・提供元であ
るメーカーなどのお客様相談窓口

家族や親戚、友人、同僚など身近な
人

地域で見守りなどの活動をしている
人（民生児童委員、自治会など）

弁護士、司法書士

警察（相談専用電話を含む）

学校関係者（先生、事務員など）

ケアマネジャー、ヘルパーなど

福祉センター相談窓口

その他

無回答

32.4

9.0

4.0

13.3

13.3

26.2

0.0

2.8

4.9

0.0

0.3

0.3

4.3

12.7

42.4

7.7

4.1

13.4

9.6

24.7

0.0

2.2

7.2

0.0

0.7

0.2

4.6

7.9

0 10 20 30 40 50 60

令和４年度調査

（回答者数 = 324）

令和元年度調査

（回答者数 = 417）

％

どこに相談していいかわからな
かったから

相談するほどのことではないと
思ったから

自分に責任があると思ったから

相談しても解決策はないと思っ
たから

自分で解決できた（解決しようと
思った）から

忙しく時間が取れないから

面倒だから

恥ずかしかったから

被害にあったことに気が付かな
かったから

その他

無回答

14.3

57.1

10.5

14.3

29.5

3.8

9.5

1.0

1.0

8.6

0.0

11.9

65.0

5.6

6.8

19.2

1.7

6.2

1.1

1.1

7.3

2.3

0 20 40 60 80 100

令和４年度調査

（回答者数 = 105）

令和元年度調査

（回答者数 = 177）
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消費生活センターが消費トラブルの相談業務をしていること

【年齢別】消費生活センターが消費トラブルの相談業務をしていること

回答者数 =

令和４年度調査 1,228

令和元年度調査 1,419

43.2

43.6

49.7

50.0

7.2

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

10歳代 85

20歳代 93

30歳代 116

40歳代 154

50歳代 146

60歳代 193

70歳代 244

80歳以上 195

29.4

32.3

31.0

35.1

52.1

58.0

50.8

36.9

69.4

66.7

67.2

62.3

45.2

38.3

39.8

39.5

1.2

1.1

1.7

2.6

2.7

3.6

9.4

23.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない 無回答

知っている 知らない 無回答
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（２）子ども・若者の消費者教育の推進 

10歳代、20歳代は、どの年代でも共通して多かった「架空の請求や不当な請求を

された」というトラブルのほか、「商品(サービス)の質・量・性能・効果などが表示や

広告と違った、商品が偽物だった」というトラブルにあっています。 

インターネット通販などを利用するときには、事業者情報や支払方法を確認し、あ

やしいサイトを見極めることもトラブルの予防策として有効ですが、消費生活トラブ

ルや被害にあわないために日頃注意していることとして「クーリング・オフ※できるか

どうか確認している」「通信販売で契約（購入）するときに、事業者の所在地や連絡先、

支払方法、返品の可否などを確認している」人も少ないことから、消費者として必要

な知識が不足していることにより、トラブルにあっていることが考えられます。 

また、成年年齢の引き下げについては、認知度は95.9％でしたが、新成人への消費

生活トラブルの防止対策として学校教育の中での啓発等が必要と考える人が 80.4%

となっており、引き続き消費者教育を系統的・体系的に推進し、学校における消費者

教育が効果的に実施されるよう支援を行っていく必要があります。 

【年齢別】過去３年間で消費生活トラブルや被害にあった経験の有無〈複数回答〉（単位％）

区分 

回
答
者
数
（
件
）

消
費
生
活
ト
ラ
ブ
ル
や
被
害
に
あ
っ
た
こ
と
は
な
い

架
空
の
請
求
や
不
当
な
請
求
を
さ
れ
た
（
メ
ー
ル
や
ハ
ガ
キ
な

ど
に
よ
り
身
に
覚
え
の
な
い
料
金
の
請
求
を
さ
れ
た
な
ど
）

有
料
コ
ン
テ
ン
ツ
（
ゲ
ー
ム
・
音
楽
・
動
画
配
信
な
ど
）
の
利

用
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル
（
高
額
請
求
な
ど
）

商
品
（
サ
ー
ビ
ス
）
の
質
・
量
・
性
能
・
効
果
な
ど
が
表
示
や

広
告
と
違
っ
た
、
商
品
が
偽
物
だ
っ
た

商
品
（
サ
ー
ビ
ス
）
の
価
格
の
ト
ラ
ブ
ル
（「
特
別
価
格
」
や

「
期
間
限
定
」
が
嘘
だ
っ
た
な
ど
）

商
品
（
サ
ー
ビ
ス
）
の
販
売
方
法
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル
（
執
拗

な
勧
誘
、
嘘
の
説
明
、
脅
す
、
せ
か
さ
れ
る
な
ど
）

解
約
・
中
途
解
約
・
返
品
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル
（
高
額
な
解
約

料
を
請
求
さ
れ
た
な
ど
）

事
後
の
対
応
や
苦
情
へ
の
対
応
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル

商
品
（
サ
ー
ビ
ス
）
の
安
全
性
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル
（
発
火
、

健
康
被
害
な
ど
）

食
品
の
安
全
・
表
示
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル
（
賞
味
期
限
切
れ
、

異
物
混
入
な
ど
）

そ
の
他

無
回
答

10 歳代 85 70.6 9.4 1.2 8.2 － － 1.2 － － － － 12.9 

20 歳代 93 59.1 20.4 1.1 5.4 2.2 1.1 6.5 2.2 2.2 1.1 2.2 11.8 

30 歳代 116 54.3 24.1 1.7 7.8 1.7 1.7 1.7 2.6 0.9 0.9 1.7 13.8 

40 歳代 154 54.5 26.0 3.2 7.8 0.6 3.9 2.6 3.2 0.6 2.6 1.3 12.3 

50 歳代 146 54.8 21.9 2.1 8.2 2.1 2.7 2.7 3.4 0.7 4.8 4.1 13.7 

60 歳代 193 55.4 19.2 2.1 8.3 2.1 2.6 3.1 0.5 0.5 2.1 0.5 17.1 

70 歳代 244 49.6 14.8 2.5 4.5 2.5 2.0 1.6 0.8 1.6 2.0 3.7 27.0 

80 歳以上 195 50.8 10.8 － 1.5 2.1 3.6 2.1 2.6 1.0 3.1 5.1 29.7 
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【年齢別】消費生活トラブルや被害にあわないように注意していること〈複数回答〉（単位％）

区分 

回
答
者
数
（
件
）

本
当
に
必
要
な
契
約
（
購
入
）
か
よ
く
考
え
、
必
要
が
な
い

と
き
は
き
っ
ぱ
り
断
る

知
ら
な
い
電
話
に
は
出
な
い
（
と
り
あ
え
ず
留
守
番
電
話
に

し
、
知
人
か
ら
の
電
話
に
の
み
出
る
）

高
額
な
も
の
の
契
約
は
、
そ
の
場
で
決
め
ず
に
よ
く
考
え
、

必
要
に
応
じ
家
族
や
友
人
に
相
談
す
る

契
約
書
や
申
込
書
の
内
容
を
よ
く
確
認
し
て
か
ら
契
約
（
購

入
）
す
る

ク
ー
リ
ン
グ
・
オ
フ
で
き
る
か
ど
う
か
確
認
し
て
い
る

返
品
や
解
約
に
つ
い
て
、
契
約
（
購
入
）
前
に
確
認
し
て
い

る通
信
販
売
で
契
約
（
購
入
）
す
る
と
き
に
、
事
業
者
の
所
在
地
や
連

絡
先
、
支
払
方
法
、
返
品
の
可
否
な
ど
を
確
認
し
て
い
る

個
人
情
報
は
む
や
み
に
教
え
な
い
よ
う
に
し
て
い
る

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
管
理
に
注
意
し
、
計
画
的
に
使
用
し

て
い
る

怪
し
い
サ
イ
ト
や
メ
ー
ル
は
、
見
な
い
、
開
か
な
い
、
返
信

し
な
い

Ｔ
Ｖ
や
新
聞
等
、
報
道
の
情
報
に
注
意
し
て
い
る

訪
問
販
売
お
断
り
ス
テ
ッ
カ
ー
を
貼
っ
て
予
防
し
て
い
る

そ
の
他

特
に
注
意
は
し
て
い
な
い

無
回
答

10 歳代 85 68.2 63.5 61.2 56.5 21.2 37.6 34.1 70.6 40.0 75.3 34.1 4.7 － 3.5 －

20 歳代 93 77.4 64.5 63.4 55.9 29.0 45.2 24.7 69.9 62.4 75.3 34.4 3.2 2.2 1.1 －

30 歳代 116 74.1 63.8 69.0 50.9 24.1 34.5 27.6 61.2 47.4 73.3 24.1 0.9 － 1.7 －

40 歳代 154 81.2 60.4 63.6 50.6 29.2 44.2 34.4 61.7 51.3 81.2 33.1 － 2.6 1.9 －

50 歳代 146 80.1 63.7 62.3 54.8 31.5 47.9 43.2 71.2 58.9 84.2 43.8 1.4 2.1 0.7 －

60 歳代 193 79.3 58.0 65.8 51.8 34.2 40.9 43.5 67.9 62.7 88.6 50.3 2.6 4.1 1.0 －

70 歳代 244 78.7 61.1 59.4 53.7 35.2 43.4 41.4 75.0 63.5 84.0 62.3 3.3 4.5 1.6 －

80 歳以上 195 80.0 54.4 58.5 57.4 38.5 41.5 40.5 66.2 54.9 74.9 60.0 7.7 10.3 2.6 1.0 
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法改正により成年年齢が 20 歳から 18歳へ引き下げられたことへの認知度

新成人への消費者トラブルの防止対策として必要と考えること 

回答者数 = 1,228 ％

学校教育の中での、若者の消費者ト
ラブルに関する啓発や情報提供

家庭内における、保護者と新成人と

の間での十分な意思疎通や情報の
共有

行政が主催する若者の消費者トラブ
ルに関するイベントの実施

消費生活相談窓口や消費者ホットラ
イン（１８８）の周知による相談へのア
クセス向上

その他

特にない

無回答

80.4

62.6

23.5

35.7

2.0

4.0

4.6

0 20 40 60 80 100

知っている 知らない 無回答

回答者数 =

　 1,228 95.9 1.5 2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（３）高度情報通信ネットワーク社会※における消費者教育の推進 

インターネットを通じたトラブルを経験したことがある人は 53.6％で、前回調査

とほぼ変化はありませんが、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う生活様式の変化等

により、ますますインターネットの利用に潜む危険性に対する消費者教育を進める必

要があります。また、前回調査に引き続きインターネットやキャッシュレス決済の注

意点や悪質商法に関するセミナーやイベントなどの参加希望が多いことからも、日頃

インターネットを通じたトラブルについても危機感を感じている人が多くいると言え

ます。 

インターネット利用した際のトラブルの経験 

％

利用したつもりのない有料動画サイト
等の請求に関するメール等を受け
取った

インターネット閲覧中に、突然「ウイ
ルスを検出しました」等の警告画面
が表示された

インターネット閲覧中に、利用したつ
もりのない有料サイト等の請求画面
が表示された

有名人をかたった怪しいメールや、宝
くじの当選お知らせメールなどを受け
取った

なりすましや乗っ取られたアカウント
から連絡が来た

いずれも経験したことはない

インターネットは利用しない

無回答

17.9

36.1

10.3

26.7

16.0

28.8

6.0

11.6

16.5

30.4

9.6

20.6

10.7

27.9

12.0

12.5

0 10 20 30 40 50

令和４年度調査

（回答者数 = 1,228）

令和元年度調査

（回答者数 = 1,419）
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消費生活トラブルや被害を防ぐためにセミナーやイベントなどの参加希望（複数回答） 

％

契約の基本的なルール

悪質商法の手口や対応方法（強引
な勧誘や不正な訪問販売など）

暗号資産（仮想通貨）など金融取引
の仕組み

詐欺的な投資勧誘

新型コロナウィルス感染症など社会
情勢を利用した悪質商法

電化製品などの製品事故

食品の安全

食品表示、洗濯表示、品質表示な
ど、表示に関すること

支援が必要な高齢者や障がいのあ
る方、子どもの見守りポイント

クーリング・オフに関すること

インターネット（スマートフォンや携帯
電話含む）の注意点

訪問販売や通信販売などの注意点

サービス（クリーニング・エステ・学習
塾など）を受けるときの注意点

キャッシュレス決済（クレジットカード・
電子マネーなど）の注意点

その他

特に参加したい内容はない

無回答

19.1

36.6

20.7

18.5

13.7

10.3

17.8

11.6

10.1

11.1

30.3

13.4

7.7

28.6

1.0

24.3

5.8

12.7

21.5

25.7

－

－

7.2

14.7

9.9

8.0

7.2

26.5

11.4

8.2

－

1.9

34.1

6.3

0 10 20 30 40 50

令和４年度調査

（回答者数 = 1,228）

令和元年度調査

（回答者数 = 1,419）
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（４）関連団体の連携 

トラブルがあった際の相談先として、前回調査に比べ「どこにも相談したことがな

い」の項目は減少したものの、未だに 32.4％の人がどこにも相談したことがないと

回答しています。相談しない理由として、80歳以上の人は「どこに相談すればいいか

わからなかったから」、60 歳代は「自分で解決できた（解決しようと思ったから）」、

70歳代は「自分に責任があると思ったから」の割合が高くなっています。また、周り

の人がトラブルにあっているかもしれないときの対応に「特に何もしていない」の割

合が 4 割を超えています。これらのことから、周囲に相談できる人がいない場合や、

判断能力が十分ではない高齢者はトラブルにあっているという認識が薄く、問題が潜

在化しやすいと考えられるため、特に地域の見守りが重要となります。そのため、行

政だけでなく、学校、事業者、高齢者と接する機会の多い民生委員・児童委員※、高齢

者生活支援センター※、地域団体などの様々な担い手が情報共有し、地域で見守るため

に、相互に連携して取り組むことが必要です。また、専門家の団体や事業者団体との

連携も強化していく必要があります。

トラブルがあった際の相談先 ％

どこにも相談したことがない

芦屋市消費生活センター（市の消費
生活相談窓口）

国や兵庫県の消費生活相談窓口
（国民生活センター、消費者ホットラ
イン188 など）

商品（サービス）の販売店や代理店
など

商品（サービス）の製造・提供元であ
るメーカーなどのお客様相談窓口

家族や親戚、友人、同僚など身近な
人

地域で見守りなどの活動をしている
人（民生児童委員、自治会など）

弁護士、司法書士

警察（相談専用電話を含む）

学校関係者（先生、事務員など）

ケアマネジャー、ヘルパーなど

福祉センター相談窓口

その他

無回答

32.4

9.0

4.0

13.3

13.3

26.2

0.0

2.8

4.9

0.0

0.3

0.3

4.3

12.7

42.4

7.7

4.1

13.4

9.6

24.7

0.0

2.2

7.2

0.0

0.7

0.2

4.6

7.9

0 10 20 30 40 50 60

令和４年度調査

（回答者数 = 324）

令和元年度調査

（回答者数 = 417）
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【年齢別】どこにも相談したことがない理由

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
）

ど
こ
に
相
談
し
て
い
い
か
わ

か
ら
な
か
っ
た
か
ら

相
談
す
る
ほ
ど
の
こ
と
で
は

な
い
と
思
っ
た
か
ら

自
分
に
責
任
が
あ
る
と
思
っ

た
か
ら

相
談
し
て
も
解
決
策
は
な
い

と
思
っ
た
か
ら

自
分
で
解
決
で
き
た
（
解
決

し
よ
う
と
思
っ
た
）
か
ら

忙
し
く
時
間
が
取
れ
な
い
か

ら面
倒
だ
か
ら

恥
ず
か
し
か
っ
た
か
ら

被
害
に
あ
っ
た
こ
と
に
気
が

付
か
な
か
っ
た
か
ら

そ
の
他

無
回
答

10 歳代 8 12.5 50.0 12.5 － 50.0 12.5 － － － 12.5 －

20 歳代 8 12.5 62.5 － 12.5 50.0 － 12.5 － － 12.5 －

30 歳代 22 13.6 68.2 9.1 18.2 31.8 4.5 13.6 － － － －

40 歳代 21 23.8 52.4 9.5 14.3 23.8 9.5 19.0 4.8 － 9.5 －

50 歳代 14 14.3 64.3 14.3 21.4 28.6 － － － － 7.1 －

60 歳代 12 － 66.7 8.3 8.3 33.3 － 8.3 － － － －

70 歳代 13 7.7 46.2 23.1 15.4 23.1 － － － － 15.4 －

80 歳以上 7 28.6 28.6 － 14.3 － － 14.3 － 14.3 28.6 －

周りの人がトラブルにあっているかもしれない時の対応

％

特に何もしていない

困っていたり、悩んでいたりしたら声
を掛ける

消費生活センターや警察など相談窓
口を案内する

自分の知っている消費生活トラブル
情報や体験などを、家族や周りの人
に情報提供する

自分の知っている消費生活トラブル
情報や体験などを、消費生活セン

ターなどの行政機関に情報提供する

その他

無回答

43.3

27.8

16.8

19.1

1.9

2.7

5.0

45.7

25.7

16.3

15.9

2.2

1.9

5.2

0 10 20 30 40 50 60

令和４年度調査

（回答者数 = 1,228）

令和元年度調査

（回答者数 = 1,419）
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第３章  

計画の目標と基本施策

１ 計画の目標 

令和２年度から3年間を計画期間とする第２次推進計画では、消費者が自らの権利

を守り、安全・安心に生活できる社会を実現するために、消費者一人一人が考え、よ

りよい選択ができる力を身につけること、加えて、自らの消費行動が社会経済や企業

活動に与える影響を消費者が理解し、主体的に行動することを目指し、推進計画の目

標を継承し「自ら考え、選択し、行動する消費者を支援し、豊かで安全な消費者市民

社会を実現する」とし、施策の推進を図ってきました。 

本計画においても、消費者問題が複雑化・多様化する中で、第２次推進計画の目標

の趣旨を継承し、消費生活に関わる多様な機関・団体等との連携・協働のもと、豊か

で安全な消費者市民社会の実現を図り、持続可能なまちづくりにつなげていきます。 

【消費者の８つの権利と５つの責任】 

最初に「消費者の権利」を提示したのはアメリカのケネディ大統領で、その後、国際消費

者機構（CI）
※
の提唱を経て、現在、８つの権利が消費者基本法で規定されています。また、

CI は、「消費者の責任」についても提唱しています。 

（消費者の 8 つの権利） 

①生活の基本的な需要が満たされる権利 

②健全な生活環境が確保される権利 

③安全が確保される権利 

④選択の機会が確保される権利 

⑤必要な情報が提供される権利 

⑥消費者教育の機会が提供される権利 

⑦意見が消費者政策に反映される権利 

⑧被害が適切かつ迅速に救済される権利

（消費者の５つの責任） 

①批判的意識をもつ責任 

②社会的弱者への配慮責任 

③主張し行動する責任 

④環境への配慮をする責任 

⑤連帯する責任 

自ら考え、選択し、行動する消費者力の向上を支援し、 

豊かで安全な消費者市民社会を実現する



21 

２ 基本施策 

本計画目標の実現に向け、２つの基本施策のもと、消費者教育の施策の展開を図っ

ていきます。

（１）消費者の環境やライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進 

消費者が、自ら考え、選択し、行動する消費者力を身につけるために、家庭教育、

学校教育、社会教育を通じ、子ども・若者から高齢者まで、生涯にわたって、それぞ

れのライフステージに応じた消費者教育の機会を提供し、消費生活トラブルの未然防

止、早期発見、再発防止に取り組みます。 

各ライフステージに加え、障がいのある人や、子育てや介護中の家庭などに対して、

効果的な手法での情報提供や相談支援を行うなど、それぞれの置かれている環境や状

況に応じた消費者教育の推進に取り組みます。 

さらに、消費者が、高度情報通信ネットワーク社会において、その有用性を理解し

つつ、適切な選択ができるよう、セミナーやイベント等の消費者教育の機会の充実を

図ります。

（２）参画と協働による消費者教育の推進と相互連携による 

地域全体の消費者力向上 

消費者が自らの権利を守り、安全・安心に生活できるようになるため、行政だけで

はなく、地域団体、学校、事業者、消費者団体、専門家、支援機関などの様々な担い

手が連携・協働し、消費生活トラブルや消費者被害の未然防止、早期発見、早期解決、

再発防止などを実現していきます。 

そのためにも、当事者である消費者自身だけでなく、民生委員・児童委員や自治会

等の地域団体や商品やサービスを提供する立場の事業者、行政などが相互に連携し、

情報提供、情報共有をすることで地域の見守り力を強化し、安全で安心な地域社会を

目指します。 

また、地域の消費者力向上にむけ、消費生活サポーター等の地域の安全・安心な消

費生活を支える活動を行う人材育成を支援するなど、市民の参画と協働による消費者

教育を推進します。
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３ 施策の体系 

本計画は、目標実現に向けて、2つの基本施策に沿って推進していきます。 

目標 
自ら考え、選択し、行動する消費者力の向上を支援し、 

豊かで安全な消費者市民社会を実現する。 

推進の方向性 主な取組み 

基
本
施
策
１

消
費
者
の
環
境
や
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た

体
系
的
な
消
費
者
教
育
の
推
進

1
消費生活相談窓口の周知推

進 

●消費者に対する講座やイベントを通じた啓発の実施 

●SNS等様々な媒体を活用した消費生活センターの活用方法の周知 

●庁内連携強化による、あらゆる年代の消費者への多角的な視点からの消費者教

育の推進 

2
子ども・若者の消費者教育の

推進 

●消費者が年齢に応じて自ら考え、選択し、行動できるための学校教育の場を中

心した消費者教育の推進 

●子どもの育成や安全を見守る主体と連携した子どもの消費生活トラブルの未

然防止、早期発見、再発防止 

●成年年齢引き下げに伴うトラブル等の啓発・周知の推進 

3

障がいのある人に関する 

切れ目のない消費者教育 

の実現 

●障がいの特性に応じた、消費生活の情報提供や消費生活トラブルの相談先の周

知 

●障がいのある人を支援する団体などと連携した消費生活トラブルの未然防止、

早期発見、再発防止 

4
高齢者への消費者教育の 

推進 

●高齢者に対する出前講座の実施、消費生活の情報提供や周知 

●高齢者を支援する団体と連携した高齢者の消費生活トラブルの未然防止、早期

発見、再発防止 

5

高度情報通信ネットワーク

社会における消費者教育の

推進 

●セミナーやイベントを通じた高度情報通信ネットワーク社会における情報や

通信技術の情報提供、啓発促進 

●新型コロナウイルスの感染拡大による新しい生活様式に対応した消費者教育

の推進 

基
本
施
策
２

参
画
と
協
働
に
よ
る
消
費
者
教
育
の
推
進
と

相
互
連
携
に
よ
る
地
域
全
体
の
消
費
者
力
向
上

1

消費生活行政との接点が少

ない就労者などに対する身

近な機関からの情報提供や

啓発の充実 

●行政と接点が少ない消費者への、様々な媒体を活用した消費生活の情報提供や

各種イベントでの啓発等、消費生活の知識を身につける機会の充実 

2 専門相談・支援機関との連携 

●権利擁護支援センター※や民生委員・児童委員、高齢者生活支援センターへの

情報提供等による消費生活トラブルの未然防止、早期発見、再発防止 

●行政と専門相談・支援機関等が相互に連携した、多角的な視点からの支援 

3

民間事業者や地域の各団体

との連携及び協働事業の展

開 

●包括協定を結んだ民間事業者など市内で活動する事業者や高齢者団体などの

地域団体、学校、行政との連携による、消費生活トラブルの未然防止、早期発

見、再発防止 

●消費生活情報の提供や出前講座の実施 

4 消費者団体強化支援 
●行政と消費者団体との連携による多様化する消費者問題に柔軟に対応できる

ための、消費者力の向上の取組 

5
消費生活サポーター制度の

推進 

●消費生活サポーター養成講座の実施 

●消費生活サポーターが消費生活センターと相互に連携するための活動支援 
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第４章  

施策展開の方向性

基本施策１ 消費者の環境やライフステージに応じた体系的な

消費者教育の推進 

【指 標】

指標 
現況値 

（令和４年度） 
目標値 

（令和９年度） 

消費生活センターの認知度 

（センターで相談業務をしていることを知っ

ている人の割合） 

全体   43.2％ 50.0％

10歳代 29.4％ 35.0%

20歳代 32.3％ 40.0%

消費生活トラブルにあわないために必要な知

識や、トラブルにあった時の対処法が身につい

ていると思う人の割合 

61.3％ 65.0％

推進の方向性１ 消費生活相談窓口の周知推進 

消費生活センターは、消費生活相談だけではなく、商品・サービスの基礎知識や契

約知識について情報を発信する役割を担っています。ライフステージに応じた効果的

な方法で、必要な情報や学習の機会を提供するとともに、消費生活センターの周知・

啓発を行い、センターの有効活用を図ります。また、消費者教育の範囲は広く、庁内

各部署における事業を消費者教育の観点から見直すことで、効果的な消費者教育の実

施を目指します。 

【主な取組】 

・消費者に対する講座やイベントを通じた啓発の実施 

【出前講座、市内イベントでの周知・啓発】 

・SNS等様々な媒体を活用した消費生活センターの活用方法の周知 

【Twitter※での発信拡充】 

・庁内連携強化による、あらゆる年代の消費者への多角的な視点からの消費者教育の推進 

【来庁者が多い窓口職場での周知】
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推進の方向性２ 子ども・若者の消費者教育の推進 

成年年齢が 18 歳に引き下げられるなどの社会経済情勢の変化に対応できるよう、

必要な時期に、必要な消費生活の知識を身につけ、年齢に応じて自ら考え、選択し、

行動できるよう、各種イベントや、学校、家庭を通じた消費者教育の推進を図ります。 

また、子どもの育成や安全に関する行政窓口や地域団体との連携により、子どもの

消費生活トラブルの未然防止、早期発見、再発防止に取り組みます。 

【主な取組】 

・消費者が年齢に応じて自ら考え、選択し、行動できるための学校教育の場を中心とした

消費者教育の推進【学校現場への出前講座】 

・子どもの育成や安全を見守る主体と連携した子どもの消費生活トラブルの未然防止、早

期発見、再発防止【子育て家庭への事故防止ハンドブックの提供】

・成年年齢引き下げに伴うトラブル等の啓発・周知の推進

推進の方向性３ 障がいのある人に関する切れ目のない消費者教育の実現 

障がいのある人が、障がいの特性に応じて、必要な消費生活の知識を身につけるこ

とにより、消費生活トラブルを未然に回避できるようになるとともに、安心して消費

生活を送ることができるよう、消費生活トラブルの相談先の周知を図ります。 

また、障がいのある人を支援する団体などと連携し、消費生活情報を提供、共有す

ることにより、支援する側の見守り力も高め、消費生活トラブルの未然防止、早期発

見、再発防止に取り組みます。 

【主な取組】 

・障がいの特性に応じた、消費生活の情報提供や消費生活トラブルの相談先の周知 

【障がいのある人に対する消費生活トラブル等の情報提供】 

・障がいのある人を支援する団体などと連携した消費生活トラブルの未然防止、早期発

見、再発防止 【障がい者相談支援事業者への消費生活トラブル等の情報提供】 
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推進の方向性４ 高齢者への消費者教育の推進 

高齢者を狙った消費生活トラブルが多いことから、高齢者本人が知識を身につけ、

トラブルを未然に回避できるよう、高齢者生活支援センターなどの関連機関や、自治

会、老人クラブ連合会と連携し、情報提供や出前講座などを実施します。 

また、高齢者を支援する団体などと連携し、消費生活情報を提供、共有することに

より、支援する側の見守り力も高め、消費生活トラブルの未然防止、早期発見、再発

防止に取り組みます。 

【主な取組】 

・高齢者に対する出前講座の実施、消費生活の情報提供や周知 

・高齢者を支援する団体と連携した高齢者の消費生活トラブルの未然防止、早期発見、再

発防止 【高齢者生活支援センターへの消費生活トラブル等の情報提供】 

推進の方向性５ 高度情報通信ネットワーク社会における消費者教育の推進 

全世代を通じて、インターネットを利用する人が増えつつある中で、より多くの市

民が情報の適切な利用や通信技術の仕組みを理解し、個人情報などのセキュリティ対

策やリスクを自ら管理・配慮する能力を身につけることができるよう、各種イベント

やセミナー等で啓発を図ります。また、新型コロナウイルスの感染拡大による新しい

生活様式に対応した消費者教育の推進を行います。手法についても、オンライン等で

セミナーを実施します。 

【主な取組】 

・セミナーやイベントを通じた高度情報通信ネットワーク社会における情報や通信技術の

情報提供、啓発促進 

・新型コロナウイルスの感染拡大による新しい生活様式に対応した消費者教育の推進 

 【定期購入トラブルなど最新情報を取り入れたセミナーやイベントの実施】 
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基本施策２ 参画と協働による消費者教育の推進と相互連携に

よる地域全体の消費者力向上 

【指 標】

指標 
現況値 

（令和４年度） 
目標値 

（令和９年度） 
周りの人が消費生活トラブルにあわないため

に、何か実践している人の割合 
51.7％ 55.0％ 

消費生活サポーターの登録者数 
44人 

（ 令 和 ３ 年 度 末 時 点 ）
80人 

推進の方向性１ 消費生活行政との接点が少ない就労者などに対する身近

な機関からの情報提供や啓発の充実 

仕事や子育て、介護などにより、消費生活行政との接点が少ない人や、外国人など

に対し、身近な機関からの情報提供や、各種イベントで啓発を実施することにより、

消費生活に必要な知識を身につける機会の充実を図ります。 

【主な取組】 

・行政と接点が少ない消費者への、様々な媒体を活用した消費生活の情報提供や各種イベ

ントでの啓発等、消費生活の知識を身につける機会の充実 

 【外国語での消費生活トラブル事例が掲載されたチラシの提供等】 

推進の方向性２ 専門相談・支援機関との連携 

比較的消費生活トラブルにあいやすい立場の人を支援する権利擁護支援センターや

民生委員・児童委員、高齢者生活支援センターなどと連携し、消費生活トラブルの情

報などを提供、共有することで、地域の見守り力を強化し、様々な角度から支援する

とともに、消費生活トラブルの未然防止、早期発見、再発防止に取り組みます。 

【主な取組】 

・権利擁護支援センターや民生委員・児童委員、高齢者生活支援センターへの情報提供等

による消費生活トラブルの未然防止、早期発見、再発防止 

・行政と専門相談・支援機関等が相互に連携した、多角的な視点からの支援 

【各主体へのチラシ等を活用した最新情報の提供等】 
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推進の方向性３ 民間事業者や地域の各団体との連携及び協働事業の展開 

ライフステージに応じて、市内で活動する事業者や地域団体と連携し、事業者や各

団体の特性を生かしながら、消費生活トラブルの情報などを提供、共有することで、

消費生活トラブルの未然防止、早期発見、再発防止に取り組みます。また、地域団体

による消費生活情報の活用を促進し、市民が消費生活情報に触れる機会の充実を図り

ます。 

【主な取組】 

・包括協定を結んだ民間事業者など市内で活動する事業者や高齢者団体などの地域団体、

学校、行政との連携による、消費生活トラブルの未然防止、早期発見、再発防止 

・消費生活情報の提供や出前講座の実施  

【各主体と連携した最新情報の提供、セミナーの実施】

推進の方向性４ 消費者団体強化支援 

市内の消費者団体と連携し、多様化する消費者問題に対し、柔軟に対応できるよう、

消費者力の向上に向けて、消費者教育を推進するとともに、活動支援を行います。 

【主な取組】 

・行政と消費者団体との連携による多様化する消費者問題に柔軟に対応できるための、消

費者力の向上の取組【芦屋市消費者協会※と連携した啓発等の実施】 

推進の方向性５ 消費生活サポーター制度の推進 

消費者問題に関心を持ち、消費生活相談の周知や、地域における安全で安心な消費

生活を支える活動を行う消費生活サポーターの育成を行うとともに、消費生活センタ

ーと相互に連携し、地域の消費者力向上を目指します。 

【主な取組】 

・消費生活サポーター養成講座の実施 

・消費生活サポーターが消費生活センターと相互に連携するための活動支援 
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計画の推進体制 

本計画の推進は、消費者を中心に、学校や家庭における教育、福祉や地域の各関連

機関や事業者、行政などが連携、協力しながら取り組んでいきます。また、学識経験

者、消費者団体、事業者、各関連機関などで構成する「芦屋市消費者教育推進地域協

議会」において、消費者教育の効果的な推進に関して、相互に情報交換などを行いま

す。また、年度ごとに計画の進捗状況を報告し、評価、意見交換を行い、消費者教育

の推進を図ります。 

【 推進体制図 】

学校教育 

民間事業者 

福祉関係者 

警察 

家庭教育

地域の各団体 

消費者団体 

消費生活サポーター 

芦屋市 

（消費生活センター） 

・消費者教育の推進 

・関係機関との連携 

・庁内連携   など 

消費者

芦屋市消費者教育推進地域協議会 

・構成員相互の情報交換及び調整 

報告 評価・意見 
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資料編

１ 芦屋市消費生活トラブルに関するアンケート調査の概要

①調査の目的 

「第３次芦屋市消費者教育推進計画」策定の基礎資料として、調査を実施したもの。 

②調査対象 

芦屋市在住の18歳以上の方を無作為抽出 

③調査期間 

令和４年６月６日から令和４年６月30日 

④調査方法 

・郵送による配布・回収 

・インターネットで回答 

⑤回収状況 

配布数 有効回答数 有効回答率 

3,000件 
1,228件（郵送回答：992件） 

（インターネット回答：236件） 
40.9％ 

⑥調査結果 

芦屋市のホームページで公開しています。下記二次元コードからご確認いただけます。
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２ 消費者教育の推進に関する法律 

（平成24年8月22日法律第61号） 

目次 

第1章 総則（第1条－第8条） 

第2章 基本方針等（第9条・第10条） 

第3章 基本的施策（第11条－第18条） 

第4章 消費者教育推進会議等（第19条・第20

条） 

附則 

第 1章 総則 

（目的） 

第 1条 この法律は，消費者教育が，消費者と事業者と

の間の情報の質及び量並びに交渉力の格差等に起因す

る消費者被害を防止するとともに，消費者が自らの利

益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動する

ことができるようその自立を支援する上で重要である

ことに鑑み，消費者教育の機会が提供されることが消

費者の権利であることを踏まえ，消費者教育に関し，

基本理念を定め，並びに国及び地方公共団体の責務等

を明らかにするとともに，基本方針の策定その他の消

費者教育の推進に関し必要な事項を定めることによ

り，消費者教育を総合的かつ一体的に推進し，もって

国民の消費生活の安定及び向上に寄与することを目的

とする。 

（定義） 

第 2条 この法律において「消費者教育」とは，消費者

の自立を支援するために行われる消費生活に関する教

育（消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画す

ることの重要性について理解及び関心を深めるための

教育を含む。）及びこれに準ずる啓発活動をいう。 

2 この法律において「消費者市民社会」とは，消費者

が，個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互

に尊重しつつ，自らの消費生活に関する行動が現在及

び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球

環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚して，

公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社

会をいう。 

（基本理念） 

第 3条 消費者教育は，消費生活に関する知識を修得

し，これを適切な行動に結び付けることができる実践

的な能力が育まれることを旨として行われなければな

らない。 

2 消費者教育は，消費者が消費者市民社会を構成する

一員として主体的に消費者市民社会の形成に参画し，

その発展に寄与することができるよう，その育成を積

極的に支援することを旨として行われなければならな

い。 

3 消費者教育は，幼児期から高齢期までの各段階に応

じて体系的に行われるとともに，年齢，障害の有無そ 

の他の消費者の特性に配慮した適切な方法で行われな

ければならない。 

4 消費者教育は，学校，地域，家庭，職域その他の

様々な場の特性に応じた適切な方法により，かつ，そ

れぞれの場における消費者教育を推進する多様な主体

の連携及び他の消費者政策（消費者の利益の擁護及び

増進に関する総合的な施策をいう。第9条第2項第3

号において同じ。）との有機的な連携を確保しつつ，効

果的に行われなければならない。 

5 消費者教育は，消費者の消費生活に関する行動が現

在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び

地球環境に与える影響に関する情報その他の多角的な

視点に立った情報を提供することを旨として行われな

ければならない。 

6 消費者教育は，災害その他非常の事態においても消

費者が合理的に行動することができるよう，非常の事

態における消費生活に関する知識と理解を深めること

を旨として行われなければならない。 

7 消費者教育に関する施策を講ずるに当たっては，環

境教育，食育，国際理解教育その他の消費生活に関連

する教育に関する施策との有機的な連携が図られるよ

う，必要な配慮がなされなければならない。 

（国の責務） 

第 4条 国は，自らの利益の擁護及び増進のため自主的

かつ合理的に行動することができる自立した消費者の

育成が極めて重要であることに鑑み，前条の基本理念

（以下この章において「基本理念」という。）にのっと

り，消費者教育の推進に関する総合的な施策を策定

し，及び実施する責務を有する。 

2 内閣総理大臣及び文部科学大臣は，前項の施策が適

切かつ効率的に策定され，及び実施されるよう，相互

に又は関係行政機関の長との間の緊密な連携協力を図

りつつ，それぞれの所掌に係る消費者教育の推進に関

する施策を推進しなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第 5条 地方公共団体は，基本理念にのっとり，消費生

活センター（消費者安全法（平成21年法律第50

号）第10条の2第1項第1号に規定する消費生活

センターをいう。第13条第2項及び第20条第1項

において同じ。），教育委員会その他の関係機関相互間

の緊密な連携の下に，消費者教育の推進に関し，国と

の適切な役割分担を踏まえて，その地方公共団体の区

域の社会的，経済的状況に応じた施策を策定し，及び

実施する責務を有する。 

（消費者団体の努力） 

第 6条 消費者団体は，基本理念にのっとり，消費者教

育の推進のための自主的な活動に努めるとともに，学

校，地域，家庭，職域その他の様々な場において行わ

れる消費者教育に協力するよう努めるものとする。 



31 

（事業者及び事業者団体の努力） 

第 7条 事業者及び事業者団体は，事業者が商品及び役

務を供給する立場において消費者の消費生活に密接に

関係していることに鑑み，基本理念にのっとり，国及

び地方公共団体が実施する消費者教育の推進に関する

施策に協力するよう努めるとともに，消費者教育の推

進のための自主的な活動に努めるものとする。 

（財政上の措置等） 

第 8条 政府は，消費者教育の推進に関する施策を実施

するため必要な財政上の措置その他の措置を講じなけ

ればならない。 

2 地方公共団体は，消費者教育の推進に関する施策を

実施するため必要な財政上の措置その他の措置を講ず

るよう努めなければならない。 

第 2章 基本方針等 

（基本方針） 

第 9条 政府は，消費者教育の推進に関する基本的な方

針（以下この章及び第4章において「基本方針」とい

う。）を定めなければならない。 

2 基本方針においては，次に掲げる事項を定めるもの

とする。 

(1) 消費者教育の推進の意義及び基本的な方向に関す

る事項 

(2) 消費者教育の推進の内容に関する事項 

(3) 関連する他の消費者政策との連携に関する基本的

な事項 

(4) その他消費者教育の推進に関する重要事項 

3 基本方針は，消費者基本法（昭和43年法律第78

号）第9条第1項に規定する消費者基本計画との調和

が保たれたものでなければならない。 

4 内閣総理大臣及び文部科学大臣は，基本方針の案を

作成し，閣議の決定を求めなければならない。 

5 内閣総理大臣及び文部科学大臣は，基本方針の案を

作成しようとするときは，あらかじめ，関係行政機関

の長に協議するとともに，消費者教育推進会議及び消

費者委員会の意見を聴くほか，消費者その他の関係者

の意見を反映させるために必要な措置を講じなければ

ならない。 

6 内閣総理大臣及び文部科学大臣は，第4項の規定に

よる閣議の決定があったときは，遅滞なく，基本方針

を公表しなければならない。 

7 政府は，消費生活を取り巻く環境の変化を勘案し，

並びに消費者教育の推進に関する施策の実施の状況に

ついての調査，分析及び評価を踏まえ，おおむね5年

ごとに基本方針に検討を加え，必要があると認めると

きは，これを変更するものとする。 

8 第 4項から第6項までの規定は，基本方針の変更に

ついて準用する。 

（都道府県消費者教育推進計画等） 

第 10条 都道府県は，基本方針を踏まえ，その都道府

県の区域における消費者教育の推進に関する施策につ

いての計画（以下この条及び第20条第2項第2号に

おいて「都道府県消費者教育推進計画」という。）を定

めるよう努めなければならない。 

2 市町村は，基本方針（都道府県消費者教育推進計画

が定められているときは，基本方針及び都道府県消費

者教育推進計画）を踏まえ，その市町村の区域におけ

る消費者教育の推進に関する施策についての計画（以

下この条及び第20条第2項第2号において「市町村

消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなけ

ればならない。 

3 都道府県及び市町村は，都道府県消費者教育推進計

画又は市町村消費者教育推進計画を定めようとすると

きは，あらかじめ，その都道府県又は市町村の区域の

消費者その他の関係者の意見を反映させるために必要

な措置を講ずるよう努めるものとする。この場合にお

いて，第20条第1項の規定により消費者教育推進地

域協議会を組織している都道府県及び市町村にあって

は，当該消費者教育推進地域協議会の意見を聴かなけ

ればならない。 

4 都道府県及び市町村は，都道府県消費者教育推進計

画又は市町村消費者教育推進計画を定めたときは，遅

滞なく，これを公表するよう努めるものとする。 

5 都道府県及び市町村は，都道府県消費者教育推進計

画又は市町村消費者教育推進計画を定めた場合は，そ

の都道府県又は市町村の区域における消費者教育の推

進に関する施策の実施の状況についての調査，分析及

び評価を行うよう努めるとともに，必要があると認め

るときは，都道府県消費者教育推進計画又は市町村消

費者教育推進計画を変更するものとする。 

6 第 3項及び第4項の規定は，都道府県消費者教育推

進計画又は市町村消費者教育推進計画の変更について

準用する。 

第3章 基本的施策 

（学校における消費者教育の推進） 

第 11条 国及び地方公共団体は，幼児，児童及び生徒

の発達段階に応じて，学校（学校教育法（昭和22年

法律第26号）第1条に規定する学校をいい，大学及

び高等専門学校を除く。第3項において同じ。）の授

業その他の教育活動において適切かつ体系的な消費者

教育の機会を確保するため，必要な施策を推進しなけ

ればならない。 

2 国及び地方公共団体は，教育職員に対する消費者教

育に関する研修を充実するため，教育職員の職務の内

容及び経験に応じ，必要な措置を講じなければならな

い。 

3 国及び地方公共団体は，学校において実践的な消費

者教育が行われるよう，その内外を問わず，消費者教

育に関する知識，経験等を有する人材の活用を推進す

るものとする。 

（大学等における消費者教育の推進） 

第 12条 国及び地方公共団体は，大学等（学校教育法

第1条に規定する大学及び高等専門学校並びに専修学

校，各種学校その他の同条に規定する学校以外の教育

施設で学校教育に類する教育を行うものをいう。以下

この条及び第16条第2項において同じ。）において

消費者教育が適切に行われるようにするため，大学等

に対し，学生等の消費生活における被害を防止するた
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めの啓発その他の自主的な取組を行うよう促すものと

する。 

2 国及び地方公共団体は，大学等が行う前項の取組を

促進するため，関係団体の協力を得つつ，学生等に対

する援助に関する業務に従事する教職員に対し，研修

の機会の確保，情報の提供その他の必要な措置を講じ

なければならない。 

（地域における消費者教育の推進） 

第 13条 国，地方公共団体及び独立行政法人国民生活

センター（以下この章において「国民生活センター」

という。）は，地域において高齢者，障害者等に対する

消費者教育が適切に行われるようにするため，民生委

員法（昭和23年法律第198号）に定める民生委

員，社会福祉法（昭和26年法律第45号）に定める

社会福祉主事，介護福祉士その他の高齢者，障害者等

が地域において日常生活を営むために必要な支援を行

う者に対し，研修の実施，情報の提供その他の必要な

措置を講じなければならない。 

2 国，地方公共団体及び国民生活センターは，公民館

その他の社会教育施設等において消費生活センター等

の収集した情報の活用による実例を通じた消費者教育

が行われるよう，必要な措置を講じなければならな

い。 

（事業者及び事業者団体による消費者教育の支援） 

第 14条 事業者及び事業者団体は，消費者団体その他

の関係団体との情報の交換その他の連携を通じ，消費

者の消費生活に関する知識の向上が図られるよう努め

るものとする。 

2 事業者は，消費者からの問合せ，相談等を通じて得

た消費者に有用な消費生活に関する知識を広く提供す

るよう努めるものとする。 

3 事業者は，その従業者に対し，研修を実施し，又は

事業者団体等が行う講習会を受講させること等を通

じ，消費生活に関する知識及び理解を深めるよう努め

るものとする。 

4 事業者団体は，消費者団体その他の民間の団体が行

う消費者教育の推進のための活動に対し，資金の提供

その他の援助に努めるものとする。 

（教材の充実等） 

第 15条 国及び地方公共団体は，消費者教育に使用さ

れる教材の充実を図るとともに，学校，地域，家庭，

職域その他の様々な場において当該教材が有効に活用

されるよう，消費者教育に関連する実務経験を有する

者等の意見を反映した教材の開発及びその効果的な提

供に努めなければならない。 

（人材の育成等） 

第 16条 国，地方公共団体及び国民生活センターは，

消費者安全法に定める消費生活相談員その他の消費者

の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う者に対

し，消費者教育に関する専門的知識を修得するための

研修の実施その他その資質の向上のために必要な措置

を講じなければならない。 

2 国及び地方公共団体は，大学等，研究機関，消費者

団体※その他の関係機関及び関係団体に対し，消費者

教育を担う人材の育成及び資質の向上のための講座の

開設その他の自主的な取組を行うよう促すものとす

る。 

（調査研究等） 

第 17条 国及び地方公共団体は，消費者教育に関する

調査研究を行う大学，研究機関その他の関係機関及び

関係団体と協力を図りつつ，諸外国の学校における総

合的，体系的かつ効果的な消費者教育の内容及び方法

その他の国の内外における消費者教育の内容及び方法

に関し，調査研究並びにその成果の普及及び活用に努

めなければならない。 

（情報の収集及び提供等） 

第 18条 国，地方公共団体及び国民生活センターは，

学校，地域，家庭，職域その他の様々な場において行

われている消費者教育に関する先進的な取組に関する

情報その他の消費者教育に関する情報について，年

齢，障害の有無その他の消費者の特性に配慮しつつ，

これを収集し，及び提供するよう努めなければならな

い。 

2 国は，消費生活における被害の防止を図るため，年

齢，障害の有無その他の消費者の特性を勘案して，そ

の収集した消費生活に関する情報が消費者教育の内容

に的確かつ迅速に反映されるよう努めなければならな

い。 

第4章 消費者教育推進会議等 

（消費者教育推進会議） 

第 19条 消費者庁に，消費者教育推進会議を置く。 

2 消費者教育推進会議は，次に掲げる事務をつかさど

る。 

(1) 消費者教育の総合的，体系的かつ効果的な推進に

関して消費者教育推進会議の委員相互の情報の交換

及び調整を行うこと。 

(2) 基本方針に関し，第9条第5項（同条第8項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する事項を処理

すること。 

3 消費者教育推進会議の委員は，消費者，事業者及び

教育関係者，消費者団体，事業者団体その他の関係団

体を代表する者，学識経験を有する者並びに関係行政

機関及び関係する独立行政法人（独立行政法人通則法

（平成11年法律第103号）第2条第1項に規定す

る独立行政法人をいう。）の職員のうちから，内閣総理

大臣が任命する。 

4 前 2項に定めるもののほか，消費者教育推進会議の

組織及び運営に関し必要な事項は，政令で定める。 

（消費者教育推進地域協議会） 

第 20条 都道府県及び市町村は，その都道府県又は市

町村の区域における消費者教育を推進するため，消費

者，消費者団体，事業者，事業者団体，教育関係者，

消費生活センターその他の当該都道府県又は市町村の

関係機関等をもって構成する消費者教育推進地域協議

会を組織するよう努めなければならない。 

2 消費者教育推進地域協議会は，次に掲げる事務を行

うものとする。 

(1) 当該都道府県又は市町村の区域における消費者教

育の総合的，体系的かつ効果的な推進に関して消費
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者教育推進地域協議会の構成員相互の情報の交換及

び調整を行うこと。 

(2) 都道府県又は市町村が都道府県消費者教育推進計

画又は市町村消費者教育推進計画を作成し，又は変

更しようとする場合においては，当該都道府県消費

者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画の作

成又は変更に関して意見を述べること。 

3 前 2項に定めるもののほか，消費者教育推進地域協

議会の組織及び運営に関し必要な事項は，消費者教育

推進地域協議会が定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

1 この法律は，公布の日から起算して6月を超えない

範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

2 国は，この法律の施行後5年を目途として，この法

律の施行の状況について検討を加え，必要があると認

めるときは，その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。 

附 則 （平成26年6月13日法律第71号） 

抄  

（施行期日） 

第 1条 この法律は，公布の日から起算して6月を超え

ない範囲内において政令で定める日から施行する。た

だし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定める日

から施行する。 

2 第 1条中不当景品類及び不当表示防止法第10条の

改正規定及び同法本則に1条を加える改正規定，第2

条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）並びに附則 

第 3条及び第7条から第11条までの規定 公布の

日から起算して2年を超えない範囲内において政令で

定める日 
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３ 芦屋市消費者教育推進地域協議会 

（１）芦屋市消費者教育推進地域協議会設置要綱 

平成29年3月1日 

（設置） 

第 1条 消費者教育の推進に関する法律（平成24年法律第61号）第20条第1項の規定に基づき，消費者教育を推

進するため，芦屋市消費者教育推進地域協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第 2条 協議会は，次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 芦屋市消費者教育推進計画（以下「推進計画」という。）の作成又は変更に関して意見を述べること。 

(2) 推進計画の推進及び評価に関すること。 

(3) 消費者教育を推進するために必要な情報の交換及び調整に関すること。 

（組織） 

第 3条 協議会は，委員12人以内で組織する。 

2 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱し，又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市内で経済活動を行う事業者又は事業者団体関係者 

(3) 消費者行政に関する活動を行う市民又は消費者団体関係者 

(4) 高齢者団体関係者 

(5) 福祉関係者 

(6) 青少年育成関係者 

(7) 学校教育関係者 

(8) 社会教育関係者 

(9) 行政関係者 

(10) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第 4条 委員の任期は，委嘱又は任命の日から3年とする。 

2 補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

3 委員は，再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第 5条 協議会に会長及び副会長を置く。 

2 会長は，委員の互選により選任し，副会長は，委員の中から会長が指名する。 

3 会長は，会務を総理し，協議会を代表する。 

4 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。 

（会議） 

第 6条 協議会の会議は，会長が招集し，その議長となる。 

2 協議会は，委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

3 会長が必要と認めたときは，会議に委員以外の者を出席させて意見等を聴くことができる。 

（庶務） 

第 7条 協議会の庶務は，消費者行政に関する事務を所管する課において行う。 

（補則） 

第 8条 この要綱に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が協議会に諮って定める。 

   附 則 

（施行期日） 

1 この要綱は，平成29年3月1日から施行する。 

 （芦屋市消費者教育推進計画策定委員会設置要綱の廃止） 

2 芦屋市消費者教育推進計画策定委員会設置要綱（平成28年芦屋市要綱）は，廃止する。
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（２）委員名簿 

令和５年３月 

役割 氏名 区分 所属･役職等 

会長 上田
うえだ

 孝
こう

治
じ

学識経験者 兵庫県弁護士会 

副会長 川
かわ

﨑
さき

 和代
かずよ 消費者行政に関する活動

を行う消費者団体関係者 
芦屋市消費者協会会長 

委員 村上
むらかみ

 順子
じゅんこ 市内で経済活動を行う事

業者団体関係者 

生活協同組合コープこうべ 

第２地区本部長 

委員 永瀬
ながせ

 隆
りゅう

一
いち 市内で経済活動を行う事

業者団体関係者 
芦屋市商工会会長 

委員 阪口
さかぐち

 忠之
ただゆき

高齢者団体関係者 芦屋市老人クラブ連合会副会長 

委員 三谷
みたに

 百
ゆ

香
か

福祉関係者 芦屋市社会福祉協議会地域福祉推進課長 

委員 入江
いりえ

 祝
のり

栄
え

青少年育成関係者 芦屋市青少年育成愛護委員会会長 

委員 東矢
とうや

 道明
みちあき

行政関係者 芦屋警察署生活安全課環境経済係長 

委員 野村
のむら

 大祐
だいすけ

学校教育関係者 学校教育課長 

委員 岩本
いわもと

 和加子
わ か こ

社会教育関係者 生涯学習課長 
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４ 芦屋市消費者教育推進計画推進本部 

（１）芦屋市消費者教育推進計画推進本部設置要綱 

平成27年11月1日 

（設置） 

第 1条 消費者教育の推進に関する法律（平成24年法律第61号）第10条第2項の規定に基づき，芦屋市消費者教

育推進計画を策定し，本市における消費者教育を総合的かつ体系的に推進するため，芦屋市消費者教育推進計画推進

本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第 2条 推進本部は，次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 芦屋市消費者教育推進計画の策定に関すること。 

(2) 芦屋市消費者教育推進計画の推進及び関係部局の総合調整に関すること。 

(3) 前 2号に掲げるもののほか，設置目的を達成するために必要な事項に関すること。 

（組織） 

第 3条 推進本部は，本部長，副本部長及び本部員をもって組織する。 

2 本部長は，市長をもって充て，副本部長は，副市長及び教育長をもって充てる。 

3 本部員は，別表第1に掲げる者をもって充てる。 

（会議） 

第 4条 推進本部の会議は，本部長が必要に応じて招集する。 

2 本部長は，会務を総理し，推進本部を代表する。 

3 本部長に事故あるとき，又は本部長が欠けたときは，あらかじめ，本部長が指名する副本部長がその職務を代理す

る。 

（幹事会） 

第 5条 推進本部は，その所掌事務に関する具体的な施策を検討するために，幹事会を置く。 

2 幹事会は，委員長，副委員長及び委員をもって組織する。 

3 委員長は，市民生活部長をもって充て，副委員長は，教育委員会学校教育部長をもって充てる。 

4 委員長は，幹事会を代表する。 

5 委員長に事故あるとき，又は委員長が欠けたときは，副委員長がその職務を代理する。 

6 委員は，別表第2に掲げる者をもって充てる。 

7 委員長が必要と認めるときは，幹事会に委員以外の者の出席を求め，意見若しくは説明を求め，又は資料の提出を

求めることができる。 

（庶務） 

第 6条 推進本部の庶務は，消費者行政に関する事務を所管する課において行う。 

（補則） 

第 7条 この要綱に定めるもののほか，推進本部の運営に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成27年11月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成30年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成31年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和2年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和4年4月1日から施行する。 
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別表第1（第3条関係） 

技監 

企画部長 

総務部長 

総務部参事(財務担当部長) 

市民生活部長 

福祉部長 

こども・健康部長 

都市建設部長 

都市建設部参事(道路・公園担当部長) 

会計管理者 

上下水道部長 

市立芦屋病院事務局長 

消防長 

教育委員会管理部長 

教育委員会学校教育部長 

教育委員会社会教育部長 

別表第2（第5条関係） 

市民生活部環境課長 

市民生活部環境施設課長 

福祉部地域福祉課長 

福祉部障がい福祉課長 

福祉部高齢介護課長 

こども・健康部子育て政策課長 

こども・健康部健康課長 

都市建設部建設総務課長 

都市建設部防災安全課長 

教育委員会学校教育部学校教育課長 

教育委員会社会教育部生涯学習課長 

教育委員会社会教育部青少年育成課長 

教育委員会社会教育部青少年愛護センター長 
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５ 芦屋市消費者教育推進計画策定経過 

実施日 会議 内容 

令和４年4月22日 
第１回 芦屋市消費者

教育推進地域協議会 

・第３次芦屋市消費者教育推進計画について 

・アンケート（市民意識調査）内容について 

令和４年４月２６日 

第１回芦屋市消費者教

育推進計画推進本部幹

事会 

・第３次芦屋市消費者教育推進計画について 

・アンケート（市民意識調査）内容について 

令和４年５月１１日 

第１回芦屋市消費者教

育推進計画推進本部会

議 

・第３次芦屋市消費者教育推進計画について 

・アンケート（市民意識調査）内容について 

令和４年10月 1４日 
第２回芦屋市消費者教

育推進地域協議会 
・第３次消費者教育推進計画の素案について 

令和４年10月２１日 

第２回芦屋市消費者教

育推進計画推進本部幹

事会 

・第３次消費者教育推進計画の素案について 

令和４年１１月９日 

第２回芦屋市消費者教

育推進計画推進本部会

議 

・第３次消費者教育推進計画の素案について 

令和５年1月２５日 

（予定） 

第３回芦屋市消費者教

育推進地域協議会 

・第３次芦屋市消費者教育推進計画に係る市

民意見募集の結果及び計画の策定について 

令和５年1月２７日 

（予定） 

第 3回芦屋市消費者

教育推進計画推進本部

幹事会 

・第３次芦屋市消費者教育推進計画に係る市

民意見募集の結果及び計画の策定について 

令和５年２月１日 

（予定） 

第３回芦屋市消費者教

育推進計画推進本部会

議 

・第３次芦屋市消費者教育推進計画に係る市

民意見募集の結果及び計画の策定について 
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６ 用語解説 

本計画の本文中で「*」印をつけている用語の解説です。（50音順） 

用語 説明 

芦屋市消費者協会 
市政とのパイプ役として、消費生活に関する情報収集や提供、啓発、被害の防止・救済
のための活動などを行う芦屋市の消費者団体。 

SNS（エスエヌエス） 

ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略で、Facebook（フェイスブック）のよ
うな会員制のコミュニティや、Twitter（ツイッター）、LINE（ライン）のように、メッ
セージの発信をきっかけにコミュニケーションを行うなど、インターネット上でコミュ
ニティを作り、人と人とのつながりを促進・支援するサービス。 

架空請求 
インターネットや郵便などを利用して、不特定多数の者に対し、未払い料金があるなど、
身に覚えのない料金を請求すること。振り込め詐欺の一種の手口として使われ、現金を預
金口座に振り込むよう要求されたり、裁判所の支払督促などを装って請求されたりする。

キャッシュレス決済 
クレジットカードや電子マネー、デビットカード、ＱＲコードなど、物理的な現金（紙
幣・硬貨）を使わずに、支払い、受け取りを行う決済方法。 

クーリング・オフ 
契約の申し込みや契約の締結をした場合でも、消費者に冷静に考えなおす時間を与え、
一定期間であれば無条件で契約解除などができる制度。 

権利擁護支援センター 
高齢者や障がいのある人の権利擁護に関する相談窓口。虐待、消費者被害、財産、金銭
管理、成年後見制度の利用等の相談を受け付けている。（所在地：芦屋市保健福祉センタ
ー１階） 

高度情報通信ネットワーク社会 
インターネットなどを通じて、自由かつ安全に、多様な情報や知識を世界的規模で入手・
共有・発信することにより、様々な分野において発展が可能となる社会のこと。 

高齢者生活支援センター 
高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けることができるよう、介護や健康、福
祉等の生活に関する身近な総合相談窓口。市内に４カ所（東山手、西山手、精道、潮見）
設置されている。また認知症相談センターとしても位置付けられている。 

国際消費者機構（ＣＩ） 
Consumer International（略称CI）。1960年に設立された消費者団体の国際的組織
で、消費者問題を解決するために必要な国際協力を目的とし、消費者の利益のためにさ
まざまな活動を行っている。イギリスのロンドンに本部がある。 

サイバー犯罪 

コンピュータやそのネットワークを悪用した犯罪。他人のＩＤ・パスワードを盗用して、
オンラインゲームやコミュニティサイトなどに接続したり、ホームページのデータを無
断で書き換える、インターネットオークションに虚偽の出品を行い、販売代金をだまし
取る、他人のパソコンデータを破壊するため、コンピュータ・ウイルスを作って保存し
たりする。 

消費者団体 
消費者の権利・利益の擁護・維持のため、消費生活に関する情報収集・提供、啓発、被
害の防止・救済のための活動などに努める、消費者によって自主的に組織される団体。

消費者力 
消費者が消費生活に関する正しい知識を持ち、自ら商品を選んだり、トラブルに対応し
たり、消費者市民社会において、自らの消費活動が世の中に影響を与えることを自覚し、
適切な選択をする力。 

消費生活サポーター 
地域における安全で安心な消費生活を実現するため、消費生活に関する情報を地域や身
近な人に伝えたり、地域の消費生活トラブル情報などを消費生活センターに提供した
り、地域において啓発の担い手として活動するボランティア。 

消費生活センター 
事業者に対する消費者の苦情相談や各種啓発活動などを行う行政機関。消費者安全法に
より、市町村は設置するよう努めなければならないとされている。 
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用語 説明 

情報商材 
副業や投資等で高額収入を得るためのノウハウ等と称して、インターネットの通信販売
等で販売されている情報のこと。 

Twitter（ツイッター） 
利用者の多い SNS の一つで、1 回につき 140 文字までのテキストを投稿することが
できる媒体。リツイートという機能により、最初に発信したツイートが拡散されていく
特性がある。 

定期購入 
販売業者が購入者に対して商品を定期的に継続して引き渡し、購入者がこれに対する代
金の支払をすることとなる契約 

ネガティブ・オプション 
注文していない商品を勝手に送り付け、その人が断らなければ買ったものとみなして代
金を一方的に請求する方法。送り付け商法とも言う。 

PIO-NET（パイオネット） 

全国消費生活情報ネットワークシステムのことで、国民生活センターと全国の消費生活
センターをネットワークで結び、消費者から消費生活センターに寄せられる消費生活に
関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収集を行っているシステム。芦屋市の消費
生活センターに寄せられた相談は、全てPIO-NETを使って管理している。 

マルチ商法 
商品やサービスを契約して組織に加入し、次は自分が友人や知人を組織に勧誘したり商
品を再販したりすれば儲かると勧誘される商法。 

未成年者取消権 
民法で規定された契約を取り消すことができる権利で、未成年者が親権者等の法定代理
人の同意を得ずに契約した場合、原則として未成年者本人や法定代理人が契約を取り消
すことができる。 

民生委員・児童委員 
厚生労働大臣から委嘱され、地域において誰もが安全で安心な生活ができるよう、身近
な相談を受け、福祉行政や関係機関とのパイプ役となる活動を行う組織。 


